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１ ． はじ めに（ 懇談会の経緯・ 目的）  

火災保険は、近年、台風、豪雨などの自然災害が多発・ 激甚化する中において、

住宅の火災のほか、風災、 雪災、 水災と いっ た自然災害による損害への補償を 提

供し 、 被災者の生活再建を支える重要な社会的役割を 担っ ている。  

こ う し た中、多く の損害保険会社の火災保険では自然災害の多発・ 激甚化に伴

う 保険金支払いの増加により 、保険料率の引上げが続いているが、個人向け火災

保険においては水災リ スク に係る 保険料率に保険契約者ごと の水災リ スク の違

いが反映さ れておら ず全国一律の保険料率と なっ ている実態にある。  

こ のため、 水災リ スク に対する補償（ 以下「 水災補償」 と いう ） に関する保険

料率（ 以下「 水災料率」 と いう ） については、 保険契約者ごと の水災リ スク の実

態に関わら ず一律に引上げが行われているが、 災害発生の増加や様々な防災情

報の充実などによ り 水災リ スク に対する 消費者の関心が高まっ ている 中にあっ

て、水災リ スク が比較的低い地域に居住する保険契約者（ 以下「 低リ スク 契約者」

と いう ） にと っ ては水災料率の一律の引上げは納得感が得ら れにく いも のと 考

えら れる。  

その結果、低リ スク 契約者層が火災保険の新規加入や更新の手続き の際に、水

災補償を 付帯し ないこ と と なる と 、 大規模水災発生時における 補償の不足が生

じ るこ と も 懸念さ れる。そのため、損害保険料率算出機構（ 以下「 損保料率機構」

と いう ） 及び損害保険会社においては、保険料負担の公平性の向上の観点から 、

水災リ スク に関する データ 精度の向上なども 踏まえ、 水災リ スク に応じ た水災

料率の細分化（ 以下「 水災料率細分化」と いう ）の検討を 進める動き がみら れる。  

 一方で、 水災料率細分化により 、保険契約者間の料率較差が拡大し 、 水災リ ス

ク が比較的高い地域に居住する保険契約者（ 以下「 高リ スク 契約者」 と いう ） が

火災保険の新規加入や更新の手続き の際に水災補償を 付帯する こ と が困難にな

り 、保険による水災への備えが不足するこ と なども 懸念さ れ、保険への加入し 易

さ（ 以下「 保険購入可能性」 と いう ） と 保険料負担の公平性のバラ ンスなどにつ

いて、社会的影響、消費者の視点なども 含めた幅広い観点から 検討を行う こ と が

重要と 考えら れる。  

 本報告書は、こ う し た問題認識を 踏まえ、損保料率機構及び損害保険会社によ

る適切な検討を促すため、水災料率細分化のあり 方や、検討を進める上での留意

点などについて、金融庁に設置し た「 火災保険水災料率に関する有識者懇談会」

において様々な分野の有識者から 聴取し た意見を取り まと めたも のである。  
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損保料率機構及び損害保険会社においては、 本報告書における 有識者の意見

を参考と し て、より 顧客に寄り 添っ た保険商品・ サービスなどの開発に係る検討

や、 水災リ スク 情報の提供などの消費者のリ スク 認識の向上に資する 取り 組み

を促進するこ と を 期待する。  
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２ ． 火災保険の現状 

( 1) 火災保険の補償内容 

本懇談会のテーマである水災リ スク は、台風・ 大雨などにより 河川の水が堤防

を越えたり 堤防が決壊（ 破堤） し た場合に起き る洪水である「 外水氾濫」 だけで

はなく 、市街地に降っ た雨が河川に排水でき ずに水が溢れる「 内水氾濫」 や、「 土

砂災害」、「 高潮」 など多岐にわたるリ スク を 内包し ている。 こ のよう に水災リ ス

ク は、 必ずし も 河川の近傍に所在するなどの限ら れた建物だけに存在するも の

ではない。  

損害保険会社では、 こ う し た水災リ スク に対する備えと し て、 火災、 風災、 雪

災等による 建物や家財などの損害に対する補償に加え、 水災によ る 損害に対す

る補償を付帯でき る火災保険商品を 販売し ている。（ 参考１ ）  

 

 

（ 参考 1） 火災保険の補償例（ 出典： 第 1 回会合 日本損害保険協会作成資料より 抜粋）  

 

 

 

( 2) 自然災害の多発・ 激甚化の影響 

近年の自然災害の増加により 、 火災保険の保険金支払いも 増加傾向にある。  

特に、2018・ 2019 年度は、風災と 水災を 中心に保険金支払いが大幅に増加し 、

２ 年連続で１ 兆円を超える水準と なっ ている。  

こ う し た自然災害によ る 保険金支払いの増加も あり 、 多く の損害保険会社の

火災保険の収支は赤字が常態化し ている。（ 参考２ 、 ３ 、 ４ ）  
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（ 参考 2） 火災保険の保険金支払い状況（ 出典： 第 1 回会合 日本損害保険協会作成資料より 抜粋）  

 

 

 

（ 参考 3） 自然災害による保険金支払い状況（ 出典： 第 1 回会合 日本損害保険協会作成資料より 抜粋）  
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（ 参考 4） 火災保険の収支状況（ 出典： 第 1 回会合 日本損害保険協会作成資料より 抜粋）  

 

 

 

こ う し た自然災害によ る 保険金支払いの増加によ り 、 火災保険料の引上げを

実施せざる を 得ない状況が続いており 、 損害保険会社が料率算出の参考と し て

任意に用いている火災保険参考純率1の改定推移を 見ると 、 2018 年以降、 引上げ

傾向にあるこ と がわかる。（ 参考５ ）  

 

（ 参考 5） 火災保険参考純率の動向（ 出典： 第 1 回会合 日本損害保険協会作成資料より 抜粋）  

 

                                                      
1 参考純率と は、 料率算出団体（ 損保料率機構） が算出する純保険料率（ 保険料のう ち保険金の支払いに

充てら れる部分） をいう 。 料率算出団体の会員損害保険会社は、 自社の保険料を算出する際の基礎と し

て、 参考純率を使用するこ と ができ る。  
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( 3) 火災保険における料率細分化の状況 

火災保険の保険料率は、建物の火災リ スク 、台風などによる風災リ スク や水災

リ スク 、 雪災リ スク などの補償種類ごと に算出さ れた保険料率を 合算し たも の

と なっ ている。  

こ う し た中で、火災保険参考純率では、風災リ スク や雪災リ スク などについて

は、 発生頻度の差などのリ スク 較差を 保険料率に反映さ せる こ と で料率細分化

を行っ ている。（ 参考６ ）  

具体的には、 個々の保険契約における 風災リ スク や雪災リ スク などを 建物所

在地の都道府県単位に算出し たう えで、 リ スク の近い都道府県を 複数のグルー

プに集約し 、 グループごと にリ スク に応じ た保険料率を設定し ている。  

一方、本懇談会の検討テーマである水災リ スク については、細分化を 行う ため

に必要と なる水災リ スク に関する データ がこ れまで十分ではなかっ たこ と など

から 、地域別の保険料率を設定し ておら ず、全国一律の保険料率と なっ ている。  

前述し たのは、火災保険参考純率における状況であるが、多く の損害保険会社

の個人向け火災保険商品でも 同様の状況と なっ ている。 2 

 

（ 参考 6） 火災保険参考純率における主な細分化料率 

（ 出典： 第 1 回会合 損保料率機構作成資料より 抜粋）  

 

 

 

( 4) 水災補償に対する消費者の認識変化 

直近 10 年間の火災保険における水災補償の付帯率を見ると 、 洪水ハザード マ

ッ プ上で浸水深が浅いなどの低リ スク 契約者が、 火災保険の新規加入や更新の

手続き の際に水災補償の付帯をし ない傾向（ 以下「 水災補償離れ」 と いう ） が認

めら れている。（ 参考７ ）  

                                                      
2 一方で、 企業向け火災保険では、 多く の保険契約において、 企業ごと のリ スク に応じ た保険料率の細分

化が行われており 、 水災リ スク についても 全国一律ではなく 都道府県や市区町村と いっ た行政区分単位な

どで細分化が行われている。  
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水災補償離れの原因と し ては、  

・  近年、 災害発生の増加や、 洪水ハザード マッ プなどの様々な防災情報の充実

などにより 、水災リ スク に対する消費者の関心が高まっ ており 、自身を取り 巻

く 水災リ スク についても 一定の理解3が進んでき たこ と 、  

・  低リ スク 契約者の立場から は、 火災保険料の引上げが続く 中で、 水災リ スク

の違いに関わら ず全国一律と なっ ている現行の水災料率は、 割高感を 感じ る

も のと なっ ているこ と  

などが想定さ れる。  

損保料率機構及び損害保険会社においては、 こ う し た消費者の認識変化や水

災リ スク に関するデータ の網羅性・ 精度の向上などを 踏まえて、保険料負担の公

平性の向上の観点から 水災料率細分化の検討を 進める動き がみら れる。  

 

 
（ 参考 7） 火災保険の水災補償に係る浸水深区分別の付帯率（ 東京都の例）  

（ 出典： 第 1 回会合 損保料率機構作成資料より 抜粋）  

 

  

                                                      
3 一般的に、 罹災時の浸水深が 50cmを超えると 、 床上浸水と なり 損害が生じ るこ と と なるが、 低リ スク

契約者のう ち浸水深が浅いが、 床上浸水のリ スク のある地域（ 0. 5ｍ～1. 0ｍ等） において付帯率が低下す

るなど、 洪水ハザード マッ プの適切な理解や内水氾濫等のリ スク を踏まえたも のと なっ ていない可能性が

ある旨の意見があっ た。  
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３ ． 水災料率細分化の方向性 

上記２ ． ( 4) で述べたと おり 、 現行の全国一律の水災料率は、 保険料負担の公

平性の面で低リ スク 契約者の納得感が得ら れにく く 、 水災補償離れによ り 万一

の災害に備える損害保険の本来的な機能が十分に発揮さ れないおそれも ある。  

水災料率細分化の導入には、 保険料率はリ スク 実態に応じ て設定さ れるべき

と いう 料率算出の大前提に合致するこ と に加え、  

・  保険料の多寡により 顧客がリ スク の大小を認識するこ と で高リ スク 契約者に

リ スク 認識を 向上さ せる 効果（ 以下「 保険料のリ スク アナウン スメ ン ト 効果」

と いう ） や、  

・  保険料負担の公平性の向上により 低リ スク 契約者の水災補償離れを 抑制する

こ と を 通じ て、 社会全体と し て水災に対する経済的な備えを高めていく こ と が

期待さ れる、  

などの意義が認めら れ、水災料率細分化を 進めていく こ と は、社会にと っ て望ま

し い方向性であると 考えら れる。（ 参考８ ）  

本懇談会では、こ う し た前提に立ち、個人向け火災保険に付帯さ れる水災補償

を対象に、水災料率細分化のあり 方や、保険料細分化を 進めるう えでの留意点な

どについての議論を行っ た。  

なお、議論にあたっ ては、損害保険会社が料率算出の参考と し て任意に用いて

いる火災保険参考純率の算出方法を 念頭において議論するこ と と し た。  

また、損害保険会社ごと の火災保険商品の保険料率の設定にあたっ ては、自社

の経営戦略の中で創意工夫が行われるこ と が期待さ れる 一方で、 火災保険参考

純率については、異なる顧客層、経営環境を 有する様々な損害保険会社が参照す

るこ と を 踏まえた利便性の高い料率体系を 検討し ていく こ と が望まし い点にも

留意するこ と と し た。  
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（ 参考 8） 水災保険に関し ての意識調査の結果（ 出典： 第 3 回会合 家森委員作成資料より 抜粋）  
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４ ． 水災料率細分化に用いる基礎データ  

( 1) 火災保険参考純率における検討状況 

現在、 損害保険会社が料率算出の参考と し て任意に用いている 火災保険参考

純率の水災料率については、 全国で過去に発生し た水災に係る 保険金支払いの

実績などから 、罹災する確率や罹災し た場合の被害の程度など 4の数値を 用いて、

推定支払保険金の総額を 求め、こ こ から 全国平均の水災料率を算出し て、こ れを

全国一律に適用し ている。  

現在、 損保料率機構は、 水災料率細分化にあたっ て、 外水氾濫・ 内水氾濫・ 高

潮・ 土砂災害等の災害形態ごと に統一的・ 網羅的に評価が可能な指標（ 以下「 基

礎データ 」 と いう ） を用いて、 地域別のリ スク 較差を算出のう え、 上記の水災料

率に反映するこ と を検討し ている。  

 

 

( 2) 地域別のリ スク 較差算出に用いる基礎データ  

 上記( 1) の地域別のリ スク 較差の算出に用いる基礎データ と し て、 外水氾濫の

評価には洪水ハザード マッ プの基と なる「 洪水浸水想定区域図5」 を、 内水氾濫・

高潮・ 土砂災害等の評価には「 地形特性6」 及び「 水害統計7」 を 用いるこ と を 想

定し ている。  

 こ れら の指標を 用いるこ と については、基礎データ と し て、 情報の網羅性・ 客

観性が認めら れるこ と に加え、  

・  外水氾濫の評価に用いる洪水浸水想定区域図は、 地形特性を 踏まえた工学的

シミ ュ レ ーショ ンに基づく も の8であり 、 過去の水害での浸水範囲の実績が浸

水想定区域図で示さ れた範囲と 概ね一致し ている ケースも 見ら れる など水災

リ スク 情報と し て信頼でき るこ と 、また、同区域図は市区町村が洪水ハザード

マッ プと し て公表するなど消費者の認知度が高いこ と 、  

                                                      
4 こ のほかに、 過去実績だけでは把握が困難な一部河川の外水氾濫等では、 国土交通省の洪水浸水想定区

域図等を用い、 支払保険金総額を推定し ている。  
5 洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保等により 、 水災による被害の軽減を図るこ と を目的と し て、 水防法

に基づき 、 河川管理者（ 国土交通省） が作成するも の。 当該区域図においては、 概ね 100 年～200 年に１

回の確率で発生する大雨により 河川が氾濫し 、 浸水し た場合の「 浸水範囲」、「 浸水深」、「 浸水継続時

間」、「 家屋倒壊等の危険性」 を示す。  
6 標高、 地形分類（ 扇状地、 凹地等） データ  
7 過去に発生し た水害の統計データ  
8 国土地理院の数値標高モデル等に基づき 作成し た氾濫解析モデルを用いて、 想定し う る最大規模の降雨

等が生起し た場合に予想さ れる氾濫状況を計算し 、 浸水範囲や浸水深分布等を図示し たも の。  
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・  内水氾濫・ 高潮・ 土砂災害等の評価にあたり 、 地形特性や過去の水災の発生

状況などのデータ（ 水害統計） に基づき モデルを構築し てリ スク を評価する手

法は一定の合理性があると 考えら れるこ と 、  

などから 、 消費者の理解が得ら れやすいと 考えら れる。（ 参考９ 、 10、 11）  

 

 

（ 参考 9） 洪水浸水想定区域図で示す情報（ 出典： 第 2 回会合 国土交通省作成資料より 抜粋）  

 

 

（ 参考 10） 洪水浸水想定区域図の公表状況（ 国土交通省作成）  
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（ 参考 11） 水災保険に関し ての意識調査の結果（ 出典： 第 3 回会合 家森委員作成資料より 抜粋）  

 

 

 

  



13 

 

( 3) 将来的な水災リ スク 情報の活用 

 国土交通省においては、 流域治水の取組み9を 加速さ せるため、 想定最大規模

降雨の洪水で想定さ れる 洪水浸水想定区域図に加えて、 より 頻度の高い降雨に

よる 浸水範囲と 浸水深を 示す多段階の浸水想定図及び浸水頻度ごと の浸水範囲

を 示す水害リ スク マッ プの作成を 進める など、 水害リ スク 情報の充実を 図っ て

いる。（ 参考 12）  

 こ のよう に頻度が高い水災を反映し た水災リ スク 情報の整備が進むと 、 例え

ば、 内水氾濫について今後の排水設備の整備などによるリ スク 軽減効果が随時

反映さ れるなど、 こ れまでより も 頻繁にリ スク 情報の更新が行われるこ と にな

ると 考えら れる。 今後水災料率の見直し を行う 際には、 こ う し たリ スク 情報の

変化を 的確に反映するこ と が期待さ れる。  

 

 

（ 参考 12） 水害リ スク 情報の充実（ 多段階浸水想定図の整備）  

（ 出典： 令和 4 年度国土交通省水管理・ 国土保全局関係予算概要（ 令和 4 年 1 月））  

 
  

                                                      
9 河川管理者が主体と なっ て行う 治水対策に加え、 氾濫域も 含めて一つの流域と し て捉え、 その河川流域

全体のあら ゆる関係者が協働し 、 流域全体で水害を軽減さ せる治水対策。  

＜国土交通省 Web サイ ト 「 流域治水プロジェ ク ト 」 を参照＞

https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_ pro/index.htm l 

https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/index.html
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５ ． 水災料率細分化における料率較差 

一般的に、地域により 保険料率の細分化を 行う 際には、一定の地域単位（ 以下

「 地域区分」 と いう ） でリ スク を算出後、 リ スク の近し い地域同士を 集約し 、 全

国で複数のグループを 構成する。その上で、各グループのリ スク に基づき 各グル

ープ間のリ スク 較差を 算出のう え、 各グループの保険料率を算出する 10。  

損害保険会社が料率算出の参考と し て任意に用いている火災保険参考純率に

おける水災料率細分化においても 、 こ の手法を 用いるこ と を検討し ている。  

本懇談会においては、 まずは保険購入可能性と 保険料負担の公平性のバラ ン

スの観点から より 重要な論点である料率較差について整理し た。  

 

 

( 1) 料率較差の考え方 

保険料率の細分化における料率較差については、 前述の保険料負担の公平性

の観点のほか、 保険料のリ スク アナウンスメ ント 効果の観点から も 、 リ スク 較

差を より き め細かく 料率較差と し て反映し た方が良いと いう 考え方も ある。  

一方で、「 洪水浸水想定区域図」 などの水災リ スク 情報に基づく リ スク 較差

をそのまま反映さ せると 、 水災料率の極端な引上げにより 、 高リ スク 契約者が

火災保険の契約や更新の手続き の際に水災補償を付帯するこ と ができ なく な

り 、 水災への備えが不足するこ と が懸念さ れる。  

加入者全員が経済的損害を 広く 薄く 負担するこ と により 、 実際に経済的損害

を被っ た各人の負担を 軽減するこ と が保険の機能であるこ と も 踏まえると 、 保

険料負担の公平性の観点のみなら ず、 高リ スク 契約者の保険購入可能性にも 配

慮し た料率体系と するこ と が適当であると 考えら れる。  

 

 

( 2) 料率較差の算出に際し ての留意点 

水災料率細分化における 料率のグループ数については、 グループの数が多く

なる ほど、 リ スク が最も 高いグループと リ スク が最も 低いグループ間のリ スク

較差が大き く なり かねず、その結果、 料率較差も 大き く なるため、 高リ スク 契約

                                                      
10 リ スク の近し いグループごと に適用料率を設けるこ と で保険料計算が簡便なも のと なり 、 保険料計算に

係る費用の節減が図れるなどのメ リ ッ ト があるこ と から 、 火災保険、 自動車保険などの家計向けの保険商

品においてはこ のよう な方式が一般的な扱いと さ れている。  
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者の保険購入可能性が阻害さ れる 可能性があるこ と も 踏まえて、 集約するグル

ープの数を 設定するこ と が適当であると 考えら れる。 11 12  

  

                                                      
11 一方で、 保険料の割高感等を理由に水災補償離れが起き ている低リ スク 契約者の付帯促進を図るため

に、 こ う し た低リ スク 契約者層に対する料率面での訴求力をより 高めていく こ と を期待すると の意見も あ

っ た。  
12 防災・ 減災の取り 組みを促す観点から 、 地震保険制度における耐震性割引のよう に保険契約者の自助努

力を保険料に反映するこ と を期待する意見があっ た。 他方、 こ う し たイ ンセンティ ブと なる水災料率の仕

組みについては、 現状、 有効な手段が見出せないため、 まずはリ スク 情報の提供に取り 組むこ と が現実的

と の意見があっ た。  
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６ ． 水災料率細分化における地域区分 

細分化における 地域区分の設定にあたっ て勘案すべき 留意事項と し て以下の

整理を 行っ た。  

 

 

( 1) 消費者の納得感と 保険料率への影響 

消費者の納得感の観点では、 洪水浸水想定区域図は水災リ スク を 示す情報と

し ての消費者の認知度が高いこ と を 踏まえる と 、 なるべく 当該区域図のリ スク

評価に応じ た地域区分の料率体系と し た方が納得感は得ら れやすく なる と 考え

ら れる。 13 14 

他方、 消費者は必要な補償を 得る ためにでき るだけ安い保険料率で保険に加

入でき るこ と に期待すると いっ た側面も ある。保険料率は、保険金を支払う ため

の原資（ 純保険料） と 、 保険の募集・ 契約管理等に係る費用（ 付加保険料） で構

成さ れており 、損害保険会社は、 効率的な募集・ 契約管理等により 付加保険料の

低減化に努めるこ と が求めら れる。  

水災料率細分化において地域区分を細かく し 過ぎると 、損害保険会社・ 代理店

の保険販売の現場における 適正な保険募集を 確保する ための負荷15やシステム

開発コ スト の増大によ り 付加保険料率が上昇する おそれがある こ と から 、 消費

者の納得感向上と いう 便益と それに伴う コ スト を 考慮し 、 消費者の利益に資す

るも のと なるよう に留意する必要がある。  

 

 

( 2) 地域区分の設定に際し ての留意点 

① 火災保険参考純率における地域区分 

 上記( 1) の留意点に加え、 洪水浸水想定区域図に基づく 外水氾濫のほかに、

内水氾濫など の他の水災リ スク 16についても リ スク 評価を 行う 必要性がある

点などを勘案すると 、損害保険会社が料率算出の参考と し て任意に用いる火災

                                                      
13 一方、 地域区分を細かく するほど、 例えば、 近在の保険契約者同士で適用さ れる水災料率の差異が生じ

るケースが増加するなど、 保険契約者の不満感が高まる可能性があると の意見も あっ た。  
14 雪災リ スク ・ 風災リ スク の地域区分は都道府県単位と さ れているこ と と のバラ ンスにも 留意する必要が

あるのではないかと の意見も あっ た。  
15 地域区分を正し く 説明するための募集従事者への教育や、 顧客への説明資料の整備など。  
16 令和元年の水災被害における原因別構成比は内水氾濫 30. 4％、 高潮等 1. 2％、 土砂災害 1. 1％であるな

ど、 外水氾濫以外の水災が約３ 割を占める（ 国土交通省「 令和元年の水害被害額の概要」 より ）  
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保険参考純率においては、洪水浸水想定区域図やそのほかのリ スク 情報を 踏ま

えつつ、まずは市区町村などの行政区分を 地域区分の単位と し て活用するこ と

が考えら れる。 17 

 

 

② 損害保険会社の火災保険商品における地域区分 

 火災保険参考純率における地域区分に市区町村などの行政区分を 活用する こ

と と し た場合でも 、 損害保険会社が独自によ り 細分化し た地域区分によ り 水災

料率を 設定するこ と は可能であり 、 上記( 1) のよう な点に留意し つつ、 自社の経

営戦略の中で創意工夫により 、 更なる細分化を 実施するこ と が考えら れる。  

  

                                                      
17 損害保険会社は保険契約に係る各種データ を損保料率機構に報告し ている。 建物所在地も 報告データ の

一つであり 、 全社共通の住所コ ード を使用し ており 、 こ の住所コ ード を用いて一定の行政区分等での水災

料率細分化を行う こ と は、 損害保険会社にと っ てシステム対応が行いやすい方法と 考えら れる。  
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７ ． 損害保険会社に期待さ れる取組み 

( 1) 自然災害に関する消費者のリ スク 認識の向上 

 前述の３ ．水災料率細分化の方向性の項目において述べたと おり 、水災料率細

分化については、 リ スク 実態に応じ て水災料率が設定さ れる こ と によ る 保険料

負担の公平性の向上のほかに、 保険料のリ スク アナウン スメ ン ト 効果による 高

リ スク 契約者のリ スク 認識の向上に資するなどの意義がある。  

こ う し た効果を 補完し 実効性を 高めていく 観点から 、 損害保険会社に期待さ

れる取組みを 以下のと おり 整理し た。  

 

 

① 顧客への水災リ スク 情報の提供等 

 近年、 大規模自然災害が相次いでいる中、 多く の損害保険会社・ 代理店は、 顧

客の自然災害に対するリ スク 認識を 高め、 水災補償の必要性の理解を 促すため、

市区町村が作成・ 公表する洪水ハザード マッ プなどのほかに、損害保険会社が独

自に作成し たハザード マッ プや防災情報等を 提供するなど、 顧客の防災上のリ

スク 認識の向上に取り 組んでき た。（ 参考 13）  

こ う し た取組みは、単に被災時の補償を 提供する保険の機能に留まら ず、日頃

の防災・ 減災にも 寄与する重要なも のであると 考えら れるこ と から 、損害保険会

社においては、最新のリ スク 情報の収集を行い、引き 続き 、 水災リ スク に加え各

種リ スク 情報について積極的な提供に努める必要がある。 18 

その際、顧客が自身を 取り 巻く 水災リ スク を 適切に認識でき るよう 、洪水ハザ

ード マッ プに示さ れる 外水氾濫リ スク の正し い理解や外水氾濫以外の水災リ ス

ク への認識を 促すこ と ができ る よ う 、 一層の工夫を 行っ ていく こ と が求めら れ

る。  

また、 水災リ スク 情報の提供と 併せ、 中小企業などを 含む顧客に対する防

災・ 減災に向けた支援19についても 、 引き 続き 積極的に取り 組むこ と が期待さ

れる。   

                                                      
18 情報提供については、 水災だけではなく 台風、 地震などの他の自然災害に関する情報についても 幅広く

提供するこ と を期待する意見や保険契約者、 見込み客に止まら ない幅広い提供を期待する意見があっ た。  
19 損害保険業界では、 各種リ スク 情報や、 災害に関するデータ ベース・ ツールの提供、 防災・ 減災に関す

る教育プログラ ムの提供、 全国各地の地域防災力向上の取り 組みへの参画など、 様々な防災・ 減災に向け

た取組みをこ れまでも 推進し てきている。 日本損害保険協会における各種取組みについては、「 そんぽ防

災 Web（ ht t ps: //sonpo-bosai . j p/）」 と し て HP に公開し ているが、 例えば小中高生向けの防災教育プロ

グラ ムを提供し ているなど、 保険契約者のみなら ず、 幅広く 防災・ 減災に関する支援に取組んでいる。 各

https://sonpo-bosai.jp/
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② 水災料率細分化についての顧客への説明 

 上記の水災リ スク 情報の提供等に加え、 水災料率細分化実施後の保険募集等

に際し ては、水災料率細分化の考え方や料率適用の状況等について、顧客に対し

て丁寧な説明を行う こ と が期待さ れる。 20 

 

 

( 2) 火災保険販売時等における積極的な水災補償の付帯勧奨 

 万一の災害に備える損害保険の本来的な機能に照ら し 、損害保険会社は、引き

続き 、 火災保険の販売時等に積極的に水災補償の付帯勧奨21を行っ ていく 必要が

ある。  

 特に、 洪水ハザード マッ プ上の浸水深が浅いなどリ スク 認識を 持ち にく い顧

客や、契約見直し の機会が少ない長期契約の顧客に対し ては、損害保険会社側に

よる 積極的な水災リ スク 情報の提供等を 通じ て水災補償の付帯率向上に向けた

取組みを行っ ていく こ と が期待さ れる。 22 

  

                                                      

損害保険会社においても パンフ レッ ト やチラ シの活用に加え、 洪水ハザード マッ プなどを含む各種自然災

害リ スク に関する独自リ スク マッ プや、 水災被害の AR（ Augmented Real i t y）・ VR( Vi r t ual  Real i t y) 体験

の提供、 中小企業を含む企業向けの自然災害リ スク のコ ンサルティ ングサービス提供など、 様々な取組み

を実施し ている。  
20 また、 損害保険会社が火災保険商品の充実に取り 組む中で、 今後、 商品内容が複雑化し てく るこ と も 考

えら れるこ と から 、 顧客がより 分かり やすく 商品内容を理解し 適切な補償を選択でき るよう 、 顧客説明や

商品設計において一層の工夫を行う こ と を損害保険会社に求める意見があっ た。  
21 昨今の大規模自然災害の頻発を受け、 損害保険会社においては、 契約内容、 契約者のニーズ及びリ スク

実態を改めて契約者に確認し 、 必要な補償をご案内する取組み（ ご契約内容確認運動） を行っ ており 、 そ

の取組みにおいて、 水災補償未付帯の契約者には水災補償付帯の必要有無を改めて確認し ている。 また、

長期契約の契約者には、 年に一度、 契約内容の確認及び見直し を目的と し てハガキを送付し ているが、 水

災補償の付帯がない契約については、 水災補償を付帯し た契約を勧める、 と いっ た取組みも 行われてい

る。  
22 長期契約については、 契約見直し の機会が少ないこ と に加え、 水災補償を付帯する場合に新し い契約に

切り 替える必要があるこ と が多いため契約内容の見直し に消極的な顧客が一定存在するこ と を指摘する意

見があっ た。  
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（ 参考 13） 損害保険会社による情報提供の事例 

（ 出典： 第 1 回・ 第 2 回会合 日本損害保険協会作成資料より 抜粋）  
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８ ． 最後に 

近年、自然災害が多発・ 激甚化する中にあっ て、自助による国民の経済的な備

えと し て、 風水災等の自然災害を 補償する火災保険の重要性が高まっ ている こ

と は冒頭に述べたと おり である。  

自然災害に対する補償は、 1960 年代に発売さ れた住宅総合保険における少額

の補償（ 保険金額の３ ％） に始まり 、 1980 年代初頭の自然災害の多発を契機と

し て、 自然災害も 含めた幅広いカ バーを 提供する 火災保険を 求める 声に応える

べく 、 自然災害に対する補償内容の充実が図ら れ、 その後、 数次の改定を経て現

在の補償内容に至っ ている。  

本懇談会では、こ う し た火災保険の役割を踏まえ、水災補償の普及によっ て社

会全体と し て水災に対する 経済的な備えを 高めていく ためには、 水災料率の細

分化はどのよう にあるべき かと いう 点を 中心に議論を 行っ てき た。  

自然災害の多発・ 激甚化により 火災保険料が上昇を 続ける局面において、リ ス

ク に応じ た水災料率の細分化に期待さ れる効果は、  

・ 高リ スク 契約者に対し ては、保険料率のリ スク アナウンスメ ント 効果により 、

リ スク 認識を 向上さ せ、 水災補償への継続的な加入のイ ン セン ティ ブを 高め

るこ と  

・ 低リ スク 契約者に対し ては、保険料上昇などを 背景と し て一部で水災補償離れ

の傾向がみら れる 中、 リ スク に応じ た水災料率の導入によ り 水災補償に加入

する際の経済的負担感を軽減するこ と 、  

にある と 考えら れ、 高リ スク 契約者における 保険購入可能性と 全契約者の保険

料負担の公平性のバラ ンスを 考慮し て料率体系を構築するこ と が重要である。  

他方、水災補償のあり 方は、消費者の水災リ スク に対する理解や経済的備えの

必要性についての認識、料率算出の基礎と なるリ スク 情報の充実度、保険会社に

おける態勢整備の状況など、 変化を 続ける様々な要素にも 左右さ れるこ と から 、

過去においても 数次の制度改定を 経ているよ う に、 今後も 経年によ り 変わり う

るも のである。  

損保料率機構及び損害保険会社においては、 本報告書における 意見も 参考と

し て、 その時々においてよ り 水災補償の普及に資する保険商品を 提供でき る よ

う 、 努力を 続けるこ と を 期待し たい。  
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また、損害保険会社による水災リ スク 情報の提供は、水災補償の普及を促進す

る上で重要な取り 組みであるにと どまら ず、 消費者の防災リ テラ シーの向上を

促すなど、 災害に強い社会づく り に寄与するも のと 考えら れる。  

損害保険会社においては、保険業の公共性に鑑み、水災リ スク 情報の提供につ

いて、 こ れまで以上に積極的に取り 組んでも ら いたい。  

最後に、金融庁に対し て、こ う し た損保料率機構及び損害保険会社の検討や取

組みがより 適切に行われるよう 、本報告書の内容を踏まえたう えで、内閣府や国

土交通省等の関係省庁等と も 連携し つつ、損保料率機構、損害保険会社の取組状

況を 注視し 、適切な監督行政に努めると と も に、水災補償等の自然災害を補償す

る火災保険の持続的・ 安定的な供給確保の観点から 、 損害保険会社のリ スク 管

理・ 財務の健全性の確保に向けた取組みを 続けるこ と への期待を 述べて、本懇談

会の報告と する。  

 

（ 以上）  

 


